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担当課 要望 回答 

障がい福祉課 日中の施設サービス利用やグループホー

ムの利用など、サービス利用の契約後に人

材の問題などで、契約を打ち切られる、交

わした契約より利用量が減らされるなど

して、保護者が対応に苦慮することが起き

ています。区分認定によるサービス提供が

簡単に打ち切られることなどないように、

事業者への支援の徹底を求めます。 

本県では強度行動障がい支援者養成研

修の実施や手厚い支援体制の整備に取

り組む事業所への補助制度により、人材

育成及び支援体制の充実を図っていま

す。今後も、強度行動障がいのある方が

地域において必要な障害福祉サービス

を安心して利用できるよう、人材育成、

受入体制の整備を継続して進めて参り

ます。 

また、支援方法や対応に苦慮しておられ

る事業者に対しては、強度行動障がい支

援に関する専門的助言を行う「エール」

鳥取県発達障がい者支援センターへの

相談・活用を促し、支援の質の向上を図

って参ります。 

特別支援教育課 鳥取県内全ての学校で、特別支援教育の実

施、合理的配慮の提供について、管理職も

含めた研修を実施するなどさらなる理解

が深まる取り組みを希望します。 

県教育委員会では、全ての教職員の特別

支援教育に関する理解及び特別支援教

育に関わる教職員の専門性向上に向け

て取り組んでおり、合理的配慮の提供に

ついては各研修の目的や対象者に応じ

て説明を行ってきたところです。 

今年度はさらに、管理職の特別支援教育

の理解促進を図ることを目的としてい

ます。例年どおり県小学校長会及び県中

学校長会において特別支援教育に関す

る指示連絡を行うとともに、県教育セン

ター主催の新任校長研修において合理

的配慮の提供について説明を行いまし

た。各学校において校長のリーダーシッ

プの下、特別支援教育に関する正しい理

解と組織的な取組が充実するよう、年度

内に管理職を対象としたセミナーを実

施予定です。 

また、令和６年１月１７日付け文部科学

省通知の対応指針で示されている合理

的配慮の例を、市町村教育委員会に対し

て引き続き理解啓発、周知を図っていき

ます。 


